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◇逗子市国土強靱化地域計画_事業一覧
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①
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1-1　住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多数の死傷者の発生

1-1 1 住宅・建築物等の耐震化 住宅等の耐震化
まちづくり景観
課

市補助事業により耐
震化された住宅の累
計

37件
（2015年度～
2021年度）

35件
（2023年度～
2029年度）

震前震後対策事業 毎年度 未定 市 ●

1-1 1 住宅・建築物等の耐震化 民間大規模建築物の耐震化
まちづくり景観
課

耐震化の周知啓発 実施 継続 震前震後対策事業 － － － ●

1-1 3 土地利用の推進 計画的な土地利用
環境都市課／都
市整備課／緑政
課

JR逗子駅東口の駅舎
南側の平日歩行者数

23,900人
（2022年度）

17,900人
（2027年度）

優良建築物等整備事業 2023～2027 57,000千円 民間 ● ●

1-1 4 空き家対策 空き家対策の推進
まちづくり景観
課

空き家バンクにより
解消された空き家の
累計

19件
（2019年度～
2021年度）

35件
（2023年度～
2029年度）

計画的なまちづくり推進事業 毎年度 未定 市 ●

1-1 6 防災知識の普及啓発 防災ハンドブックの作成 防災安全課
防災ハンドブック配
布率

未更新
（2022年度）

80％以上
（2029年度）

自主防災組織育成事業 2022～2029 未定 市 ●

1-1 6 防災知識の普及啓発 防災訓練・避難訓練の実施

防災安全課／学
校教育課／高齢
介護課／障がい
福祉課／消防署

－ － － 自主防災組織育成事業【再掲】 2022～2029 未定 市 ● ●

1-1 7 地域防災力の強化 自主防災組織の強化 防災安全課
自主防災組織の加入
率

72.19％
（2022年度）

75％
（2027年度） 自主防災組織育成事業【再掲】 2022～2029 未定 市 ● ●

1-1 7 地域防災力の強化 住民自治協議会の支援 市民協働課
住民自治協議会の設
立状況

4小学校区
（2022年度）

5小学校区
（2029年度） 地域自治システム推進事業 毎年度 24,000千円 市 ● ●

1-2　密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生

1-2 1 交通インフラの確保
緊急輸送道路等の避難路沿道建築物
の耐震化

まちづくり景観
課

耐震化の周知啓発 実施 継続 震前震後対策事業 毎年度 未定 市 ●

1-2 3 避難路・避難場所の確保 狭あい道路の拡幅整備 都市整備課
神奈川県（逗子市）
狭あい道路拡幅整備
促進計画

403m
（2021年度）

1000m
（2023年度）

狭あい道路整備事業 2019～2023 38,000千円 市 ●

1-2 4 空き家対策 空き家対策の推進【1-1再掲】
まちづくり景観
課

空き家バンクにより
解消された空き家の
累計

19件
（2019年度～
2021年度）

35件
（2023年度～
2029年度）

計画的なまちづくり推進事業【再掲】 毎年度 未定 市 ●

1-2 5 公園・みどりの確保 公園の維持管理 緑政課 － － － 第一運動公園維持管理事業 毎年度 5,515千円 市 ●
1-2 5 公園・みどりの確保 公園の維持管理 緑政課 － － － 披露山公園維持管理事業 毎年度 18,630千円 市 ●
1-2 5 公園・みどりの確保 公園の維持管理 緑政課 － － － 蘆花記念公園維持管理事業 毎年度 2,509千円 市 ●
1-2 5 公園・みどりの確保 公園の維持管理 緑政課 － － － 近隣公園維持管理事業 毎年度 4,751千円 市 ●
1-2 5 公園・みどりの確保 公園の維持管理 緑政課 － － － 街区公園維持管理事業 毎年度 28,683千円 市 ●

1-2 6 地域防災力の強化 自主防災組織の強化【1-1再掲】 防災安全課
自主防災組織の加入
率

72.19％
（2022年度）

75％
（2027年度）

自主防災組織育成事業【再掲】 2022～2029 未定 市 ● ●

1-2 6 地域防災力の強化 住民自治協議会の支援【1-1再掲】 市民協働課
住民自治協議会の
設立状況

4小学校区
（2022年度）

5小学校区
（2029年度） 地域自治システム推進事業 毎年度 24,000千円 市 ● ●

1-2 7 消防力の強化 消防団の充実 消防総務課 － － － 消防団詰所整備事業 2017～2027 219,548千円 市 ●
1-2 7 消防力の強化 消防団の充実 消防総務課 － － － 消防団運営交付金 毎年度 － 市 ●
1-2 7 消防力の強化 消防団の充実 消防総務課 － － － 消防団車両維持管理事業 毎年度 － 市 ●
1-2 7 消防力の強化 消防車両・資機材の整備強化 消防総務課 － － － 消防活動事業 毎年度 － 市 ●
1-2 7 消防力の強化 消防車両・資機材の整備強化 消防総務課 － － － 救急活動事業 毎年度 － 市 ●
1-2 7 消防力の強化 消防車両・資機材の整備強化 消防総務課 － － － 車両整備事業 2022～2032 680,000千円 市 ●
1-2 7 消防力の強化 消防車両・資機材の整備強化 消防総務課 － － － 消防水利維持管理事業 毎年度 － 市 ●
1-2 7 消防力の強化 消防車両・資機材の整備強化 消防総務課 － － － 装備整備事業 毎年度 － 市 ●

1-3　広域にわたる大規模津波等による多数の死傷者の発生

1-3 5 地域防災力の強化 自主防災組織の強化【1-1再掲】 防災安全課
自主防災組織の加入
率

72.19％
（2022年度）

75％
（2027年度）

自主防災組織育成事業【再掲】 2022～2029 未定 市 ● ●

1-3 5 地域防災力の強化 住民自治協議会の支援【1-1再掲】 市民協働課
住民自治協議会の設
立状況

4小学校区
（2022年度）

5小学校区
（2029年度） 地域自治システム推進事業【再掲】 毎年度 24,000千円 市 ● ●
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No 枝番
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強靱化施策分野
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関連事業名 期間 総事業費 実施主体

1-4　突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生
1-4 1 浸水範囲の軽減 雨水浸透施設等の設置 下水道課 設置指導 実施 継続 管渠費 毎年度 未定 市民・事業者 ●

1-4 2 防災知識の普及啓発
準用河川浸水想定区域図の作成・公
表

都市整備課
準用河川浸水想定区
域図の作成・公表率

0％
（2022年度）

100％
（2025年度）

河川維持管理事業 2023～2025 29,000千円 市 ●

1-4 2 防災知識の普及啓発 内水浸水想定区域図の作成・公表 下水道課
内水浸水想定区域図
の作成率及び公表率

0%
（2022年度）

100%
（2025年度）

管路建設費 2023～2025 125,000千円 市 ● ●

1-4 3 地域防災力の強化 自主防災組織の強化【1-1再掲】 防災安全課
自主防災組織の加入
率

72.19％
（2022年度）

75％
（2027年度）

自主防災組織育成事業【再掲】 2022～2029 未定 市 ● ●

1-4 3 地域防災力の強化 住民自治協議会の支援【1-1再掲】 市民協働課
住民自治協議会の設
立状況

4小学校区
（2022年度）

5小学校区
（2029年度）

地域自治システム推進事業【再掲】 毎年度 24,000千円 市 ● ●

1-5　大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生

1-5 1 土砂災害防止対策
緑豊かな自然環境の保全及び市民の
安全対策

緑政課 － － － 緑地安全対策事業 毎年度 65,405千円 市 ●

1-5 1 土砂災害防止対策 道路沿いのがけ崩れ対策の推進 都市整備課 防災工事費助成件数
81件

（2021年度）
182件

（2029年度）
防災工事助成事業 2022～2029 110,000千円 民間 ●

1-5 4 地域防災力の強化 自主防災組織の強化【1-1再掲】 防災安全課
自主防災組織の加入
率

72.19％
（2022年度）

75％
（2027年度） 自主防災組織育成事業【再掲】 2022～2029 未定 市 ● ●

1-5 4 地域防災力の強化 住民自治協議会の支援【1-1再掲】 市民協働課
住民自治協議会の設
立状況

4小学校区
（2022年度）

5小学校区
（2029年度） 地域自治システム推進事業【再掲】 毎年度 24,000千円 市 ● ●

2-2　多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生

2-2 1 孤立地域対策の推進 孤立化を防止するための道路整備 都市整備課 舗装維持修繕計画
舗装維持修繕
計画を基に更
新

計画通りの更
新

道路舗装事業 2019～2023 89,000千円 市 ●

2-2 1 孤立地域対策の推進 孤立化を防止するための道路整備 都市整備課
橋りょう長寿命化修
繕計画

橋りょう修繕
計画を基に更
新

計画通りの更
新

橋りょう長寿命化事業 2021～2025 87,000千円 市 ●

2-2 1 孤立地域対策の推進 孤立化を防止するための道路整備 都市整備課
トンネル長寿命化修
繕計画

トンネル長寿
命化修繕計画
を基に更新

計画通りの更
新

道路改良事業【再掲】 2021～2025 150,000千円 市 ●

2-3　自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足

2-3 2 地域防災力の強化 自主防災組織の強化【1-1再掲】 防災安全課
自主防災組織の加入
率

72.19％
（2022年度）

75％
（2027年度）

自主防災組織育成事業【再掲】 2022～2029 未定 市 ● ●

2-3 2 地域防災力の強化 住民自治協議会の支援【1-1再掲】 市民協働課
住民自治協議会の設
立状況

4小学校区
（2022年度）

5小学校区
（2029年度） 地域自治システム推進事業 毎年度 24,000千円 市 ● ●

2-3 3 消防力の強化 消防職員の確保・育成 消防総務課 － － － 職員研修事業 毎年度 － 市 ●

2-3 3 消防力の強化
消防関係施設の耐震化・老朽化対策
の推進

消防総務課 － － － 消防本部・署整備事業 2017～2027 119,357千円 市 ●

2-3 3 消防力の強化
消防関係施設の耐震化・老朽化対策
の推進

消防総務課 － － － 小坪分署整備事業 2017～2027 35,107千円 市 ●

2-3 3 消防力の強化
消防関係施設の耐震化・老朽化対策
の推進

消防総務課 － － － 北分署整備事業 2017～2027 336,369千円 市 ●

2-5　医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶による医療機能の麻痺
2-5 1 医療にかかる人員・体制の強化 救急体制の充実 消防総務課 － － － 救急活動事業【再掲】 毎年度 － 市 ●

3-1　被災による司法機能、警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱

3-1 1 地域防災力の強化 自主防災組織の強化【1-1再掲】 防災安全課
自主防災組織の加入
率

72.19％
（2022年度）

75％
（2027年度） 自主防災組織育成事業【再掲】 2022～2029 未定 市 ● ●

3-1 1 地域防災力の強化 住民自治協議会の支援【1-1再掲】 市民協働課
住民自治協議会の設
立状況

4小学校区
（2022年度）

5小学校区
（2029年度） 地域自治システム推進事業【再掲】 毎年度 24,000千円 市 ● ●

4-3　災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態

4-3 3 地域防災力の強化 自主防災組織の強化【1-1再掲】 防災安全課
自主防災組織の加入
率

72.19％
（2022年度）

75％
（2027年度） 自主防災組織育成事業【再掲】 2022～2029 未定 市 ● ●

4-3 3 地域防災力の強化 住民自治協議会の支援【1-1再掲】 市民協働課
住民自治協議会の設
立状況

4小学校区
（2022年度）

5小学校区
（2029年度） 地域自治システム推進事業 毎年度 24,000千円 市 ● ●

5-4　食料等の安定供給の停滞

5-4 1 交通インフラの確保 輸送ルートの確保
都市整備課／防
災安全課

新宿45号道路改良工
事（歩道拡幅）進捗
率

0％
（2021年度）

100％
（2023年度）

道路改良事業【再掲】 2022～2023 95,000千円 市 ●
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施策名

担当課

強靱化施策分野

指標名 現状値 目標値
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関連事業名 期間 総事業費 実施主体

6-3　汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止に伴う下水道の使用停止

6-3 1 下水道機能の確保 下水道施設の長寿命化対策 下水道課 管路長寿命化
52%

（2022年度）
100%

（2023年度）
管路建設費 2019～2023 257,000千円 市 ● ●

6-3 1 下水道機能の確保 下水道施設の長寿命化対策 下水道課 ポンプ場長寿命化
100%

（2022年度）
100%

（2023年度）
ポンプ場建設改良費 2019～2023 73,000千円 市 ● ●

6-3 1 下水道機能の確保 下水道施設の長寿命化対策 下水道課 処理場長寿命化
75%

（2022年度）
100%

（2023年度）
処理場建設改良費 2019～2023 2,509,000千円 市 ● ●

6-3 1 下水道機能の確保
下水処理場等下水道施設の再整備の
推進

下水道課 処理場再整備 検討 継続 処理場建設改良費 2020～ 未定 市 ● ●

6-3 1 下水道機能の確保 地震対策工事の実施 下水道課 管路地震対策
13%

（2022年度）
100%

（2027年度）
管路建設費 2018～2027 840,000千円 市 ● ●

6-3 1 下水道機能の確保 地震対策工事の実施 下水道課 処理場地震対策
100%

（2022年度）
100%

（2023年度）
処理場建設改良費 2018～2027 180,000千円 市 ● ●

6-4　交通インフラの長期間にわたる機能停止
6-4 1 交通インフラの確保 道路の拡幅や隅切り等の整備 都市整備課 － － － 狭あい道路整備事業【再掲】 2019～2023 38,000千円 市 ●
6-4 1 交通インフラの確保 道路の修繕 都市整備課 － － － 道路舗装事業【再掲】 2019～2023 89,000千円 市 ●
6-4 1 交通インフラの確保 橋りょうやトンネルの長寿化 都市整備課 － － － 橋りょう長寿命化事業【再掲】 2021～2025 87,000千円 市 ●
6-4 1 交通インフラの確保 橋りょうやトンネルの長寿化 都市整備課 － － － 道路改良事業【再掲】 2021～2025 150,000千円 市 ●

7-1　地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生

7-1 3 地域防災力の強化 自主防災組織の強化【1-1再掲】 防災安全課
自主防災組織の加入
率

72.19％
（2022年度）

75％
（2027年度）

自主防災組織育成事業【再掲】 2022～2029 未定 市 ● ●

7-1 3 地域防災力の強化 住民自治協議会の支援【1-1再掲】 市民協働課
住民自治協議会の設
立状況

4小学校区
（2022年度）

5小学校区
（2029年度） 地域自治システム推進事業 毎年度 24,000千円 市 ● ●

7-1 4 消防力の強化 消防団活動の強化・充実 消防総務課 － － － 消防団活動事業 毎年度 － 市 ●
7-1 4 消防力の強化 消防団活動の強化・充実 消防総務課 － － － 消防団運営交付金【再掲】 毎年度 － 市 ●

7-2　沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴う陥没による交通麻痺

7-2 1 交通インフラの確保 緊急輸送道路の沿道建築物耐震化
まちづくり景観
課

耐震化の周知啓発 実施 継続 震前震後対策事業【再掲】 毎年度 未定 市 ●

7-2 2 屋外の安全確保 ブロック塀対策
まちづくり景観
課

危険ブロック塀等撤
去補助金の周知啓発

実施 継続 震前震後対策事業 毎年度 未定 市 ●

7-2 2 屋外の安全確保 屋外落下物対策
まちづくり景観
課

危険屋外広告物の注
意喚起及び是正指導

実施 継続 屋外広告物許認可経費 毎年度 未定 市 ●

7-3　ため池、防災インフラ等の損壊・機能不全や堆積した土砂、火山噴出物の流出による多数の死傷者の発生

7-3 1 土砂災害防止対策
緑豊かな自然環境の保全及び市民の
安全対策【1-5再掲】

緑政課／都市整
備課

－ － － 緑地安全対策事業【再掲】 毎年度 65,405千円 市 ●

7-3 1 土砂災害防止対策
道路沿いのがけ崩れ対策の推進【1-5
再掲】

都市整備課 防災工事費助成件数
81件

（2021年度）
182件

（2029年度）
防災工事助成事業【再掲】 2022～2029 110,000千円 民間 ●

7-4　有害物質の大規模拡散・流出による被害の拡大
7-4 1 有害物質対策 有害・危険物質対応資機材の整備 消防署 － － － 消防活動事業【再掲】 毎年度 － 市 ● ●

8-2　復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者、地域住民、ボランティア等）の不足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興できなくなる事態

8-2 1 地域防災力の強化 自主防災組織の強化【1-1再掲】 防災安全課
自主防災組織の加入
率

72.19％
（2022年度）

75％
（2027年度）

自主防災組織育成事業【再掲】 2022～2029 未定 市 ● ●

8-2 1 地域防災力の強化 住民自治協議会の支援【1-1再掲】 市民協働課
住民自治協議会の設
立状況

4小学校区
（2022年度）

5小学校区
（2029年度）

地域自治システム推進事業【再掲】 毎年度 24,000千円 市 ● ●

8-4　貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文化の衰退・喪失

8-4 2 地域防災力の強化 自主防災組織の強化【1-1再掲】 防災安全課
自主防災組織の加入
率

72.19％
（2022年度）

75％
（2027年度） 自主防災組織育成事業【再掲】 2022～2029 未定 市 ● ●

8-4 2 地域防災力の強化 住民自治協議会の支援【1-1再掲】 市民協働課
住民自治協議会の設
立状況

4小学校区
（2022年度）

5小学校区
（2029年度）

地域自治システム推進事業 毎年度 24,000千円 市 ● ●

8-5　事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態

8-5 1 地域防災力の強化 自主防災組織の強化【1-1再掲】 防災安全課
自主防災組織の加入
率

72.19％
（2022年度）

75％
（2027年度）

自主防災組織育成事業【再掲】 2022～2029 未定 市 ● ●

8-5 1 地域防災力の強化 住民自治協議会の支援【1-1再掲】 市民協働課
住民自治協議会の設
立状況

4小学校区
（2022年度）

5小学校区
（2029年度）

地域自治システム推進事業 毎年度 24,000千円 市 ● ●

8-5 2 公営住宅等の迅速な提供体制の整備 公営住宅の長寿命化 都市整備課
市営住宅長寿命化計
画

市営住宅長寿
命化計画を基
に更新

計画通りの更
新

住宅営繕事業 2022～2026 190,000千円 市 ●

8-5 3 境界情報の保全 地籍調査の推進 都市整備課
神奈川県（逗子市）
地籍調査計画

0.54K㎡ 0.60K㎡ 地籍調査事業 2020～2029 5,000千円 市 ●


